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要 旨 
 一つの生産プロセスに廃棄・副産物を含む複数の産出物が存在する場合、環境負荷量の配分を行う必要がある。
一般的に行われている重量による配分では全てのものを重量に換算しなければならず、また環境への負荷の取り

扱いが複雑な廃棄・副産物の有効利用による負荷低減効果を考慮した評価が困難である。そこで、大量の廃棄・
副産物が有効利用されているセメント･コンクリートのライフサイクルを対象にエネルギー消費量と CO2 排出量に

ついて重量による配分と取引高による配分の二つの配分法を用いた算定結果を 1990 年から 1997 年の 8 年間につ

いて比較検討した。セメント 1ｔ当たりの負荷原単位では、8 年間で両配分法ともほぼ横ばいの傾向を示したが、
取引高配分の算定結果が重量配分の算定結果に対しておよそ 8 割程度の値となった。このような環境負荷配分方

法の比較検討により、廃棄・副産物の有効利用を促進する環境負荷配分手法を提示することができた。 
 

はじめに 
 資源の有効利用や最終処分量削減の観点から廃棄・副産物再利用推進の気運が高まっているが、環境負荷量の

評価における廃棄・副産物の取り扱いには幾つかの問題点が残されている。本研究では、一般的に用いられてい

る重量による配分と取引高による配分の二つの配分法を用いた環境負荷量の算定結果を比較することにより、環
境負荷の合理的な割り当てを明確に判断できる配分手法の検討を行った。事例としては、多数の廃棄・副産物の

有効利用がなされ、静脈産業としての役割が大きいセメント・コンクリート産業を中心とした産業クラスターを
扱い、エネルギー消費量と CO2 排出量の算定を 1990 年から 1997 年の 8年間について試みた。 

 

環境負荷の配分方法について 
一つの生産プロセスに廃棄・副産物を含む複数の生産物

が存在する場合、廃棄・副産物には環境負荷を配分しない、

あるいは重量比による環境負荷の配分を行うのが一般的で

ある。ある産業の産業活動の結果、生産物を n種類産出し、
それに伴って何らかの環境負荷を総量で L（unit［load］）

計上した場合、各生産物に割り当てられる環境負荷の一般
式は、重量による配分では（式 1）、取引高による配分では

（式 2）に示すようになる。取引高によって配分すること

により、複数の生産物の単位が異なる場合に全てを重量に
換算しなければならないという問題が解消でき、無償ある

いは逆有償の廃棄・副産物を再利用したことによる有効性
を考慮した環境負荷の割り当てが可能となる。 

 

セメント コンクリート関連産業クラスターについて 
 セメント・コンクリートを中心とする産業クラスターにおける物質投

入プロセスフロー（図 1）において関連各産業プロセスにおける産出物の
生産量と概算価格、他産業との物質収支量およびエネルギー資源使用量

を集計することによりセメントのライフサイクルにおけるエネルギー消
費量と CO2 排出量の算定を行った。他産業からの廃棄・副産物として高炉

スラグ・転炉スラグ・自動車廃タイヤ・石炭灰・JIS FA・排煙脱硫石膏

の 6 種類を扱い、コンクリート塊は再生クラッシャランと鉄くずに再利
用されるとした。また、資材の種類の考慮はせず重量ベースで同等に扱

い、各物質の投入量や概算価格等は、関連各種業界団体へのヒアリング
や公表されている資料より引用または推計したものを用いた。 

 

両配分法におけるセメントライフサイクルの環境負荷 
セメントのライフサイクルを原料生産、製品製造、使用・消費、廃棄、

再利用処理、再利用の各ステージに分類し、エネルギー消費量と CO2 排出
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l ；生産物に割り当てられる環境負荷 

M；生産物の産出量（unit[product]） 

P；生産物の単位あたり価格（円/unit[product]） 

L；環境負荷の総量 

（式 1） 

（式 2） 

図 1 対象範囲における物質投入
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量を重量と取引高による二通りの配分法を用いて算定した結

果を図 2 と図 3 に、セメント 1ｔあたりの負荷原単位を図 4
に示す。各々1990 年から 1997 年においてほぼ横ばいの傾向を

示し、エネルギー消費量の平均は重量配分でエネルギー消費

量 の 平 均 は 重 量 配 分 で 14724[1010kcal] （ 原 単 位
163.9[104kcal/t] ）、取引額配分で 10605[1010kcal]（同

118.1[104kcal/t]）となり、CO2 排出量では重量配分で
27168[103t-c]（同 302.4[kg-c/t]）、取引額配分で 22400[103 

t-c]（同 249.3[kg-c/t]）となった。両配分法とも製品生産

段階における負荷が最も大きくなっているが、原料生産段階
における負荷では大きな差が生じている。これは、高炉スラ

グのような主製品に対して産出量が比較的大きく安価な物質
や、石炭灰のような逆有償で取引されている物質の有効利用

の効果が大きな影響を与えており、廃棄・副産物の経済的価

値を反映し、また、再利用の有効性を多面的に評価している。 
 

おわりに 
 本研究では、セメント産業を中心とする産業クラスターを対

象に産出物質ごとの経済的価値を考慮した取引高による配分
手法を用いることによって、多くの産業が様々な廃棄・副産物

の有効利用を促進する具体的な動機づけを行えるような評価

結果を導いた。しかし、環境に対して負荷を増大させるような
行為を行った場合でもその費用が安価であれば環境負荷量の

割り当て率は小さくなってしまい、また、現実には複雑で多様
な廃棄・副産物の取引を正確に反映した算定を行うには困難な

場合が多い。廃棄・副産物の発生・処理・再資源化・処分など

に関するさらに正確なデータ整備の必要性とあわせて、この評
価手法にはいくつかの検討・改善の余地が残されている。 
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左軸：エネルギー消費量(E), 104kcal/t 
右軸：CO2 排出量(C), kg-c/t 

（左棒；重量配分、右棒；取引額配分） 
図 2  セメント・ライフサイクルにおける

エネルギー発熱量 
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（左棒；重量配分、右棒；取引額配分） 
図 3  セメント・ライフサイクルにおける

CO2 排出量 
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図 4 セメント 1ｔあたりの負荷原単位の比較 
 

100

120

140

160

180

200

90 91 92 93 94 95 96 97

220

240

260

280

300

320

重量（E） 取引高（E） 重量（C） 取引高（C）

[104 kcal/t] [kg-c/t] 


